
課所室業務棚卸総括表  平成16年度（前期）行政経営会議用  様式２

16 部局 課所室 作成者（職） （氏名） （連絡先） 棚卸表コード No.

16.8.3 総務部 防災対策課 － － － ⑯２総防０１ 総務－１４

実績(H15） 目標(H17) 人工数(人） 予算（千円）

100% 100%

100% 100% 4.0人 15,777

実績(H15） 目標(H17)

０１

未実績 Ｂ評価以上

０２

100% 100%

災害発生時における情報収集体制を整備する

427

(2) ＧＰＳ緊急防災電送システム（３年リース）
  災害発生時の情報通信、被害状況の把握および市民への情報提供を迅速かつ的確に行う。

情報収集率（情報収集件数／被害件数）

①情報収集機器を導入・整備する
②情報収集連絡網を作成する
③収集した情報を記録する

各種計画・マニュアルの立案および修正、内容の周知を行う

5,513

(1) 防災カルテの見直しおよびホームページ修正
  水防法の改正や土砂災害防止法などを踏まえ、今日的状況を反映させる必要があることか
ら、防災カルテの内容を見直し、ホームページを修正する。管理職の評価（３段階）

①地域防災計画（本編・資料編・防災カルテ）の修正を行う
②緊急時対応マニュアルの修正を行う
③行動別・災害別マニュアルを実務担当課に協力し作成させる

担当業務目
的

行政の公助体制を整備し、大規模災害が発生した際に、市民の生命、
身体および財産を保護するとともに被害の軽減を図る。

進捗計画割合（進捗計画数／全整備
計画数）

活動概要（担当業務目的達成のための手段（２桁レベル））
事業費

（千円）
備考欄活動における指標

担当業務目的達成のための主な手段（４桁レベル）

業務名称 災害時対応体制等整備業務 成果指標

上位目的
大規模災害が発生したとき被害を軽減するための総合的な活動ができ
る。

大規模災害時の役割の周知率

年度 担当（係）

作成日 －



０３

100% 100%

０４

未実績 100%

０５

93.3% 100%

０６

40,246 現状維持

災害発生時における避難体制を整備する

2,325

(6) 避難標識（更新、盤面更新、修繕）
　老朽化した標識や国際統一基準のピクトグラム（図記号）未使用の標識について更新す
る。避難場所周知率

①避難場所標識を整備する
②避難場所誘導標識を整備する
③避難場所・避難所を新規指定、廃止を行う
④市民に対し避難場所・避難所の周知をする
⑤災害弱者への対応を講じる

災害発生時における情報提供体制を整備する (3) 秋田市ホームページ
  災害情報について、防災コーナー又はトップページへ掲載する。
(4) デジタル防災行政無線の導入の検討
  同時複数通信、内線電話での通信、データ（画像等）の送受信が可能。
(5)災害時情報提供システムの導入および運用
  災害時に通信上の規制を受けにくいパソコンや携帯電話による電子メール等により災害情
報や避難に関する情報を一斉配信する。

情報提供率（提供情報数／災害数）

①情報提供機器を整備する
②情報提供先を選択・登録する
③提供情報（避難勧告・避難場所など）を作成する
④ホームページやシステムで情報提供し周知する
⑤県など防災関係機関やマスコミに情報提供する

緊急救援物資を備蓄する

3,412

(7) 災害対策緊急救援物資備蓄事業
　平成12年度から５箇年の年次計画により想定被害者16,000人に対する備蓄品の新規購入お
よび更新を実施するものであるが、最低限の備蓄に努め、流通備蓄の導入等により備蓄計画
の見直しを図り、０３（情報提供体制）の整備を図っていく。

品目毎備蓄率平均

①物資備蓄計画に沿って物資を新規購入、更新する
②備蓄場所を選定し、備蓄場所として確保する
③実態に則し、物資備蓄計画を見直す

各種防災訓練を実施する

1,893

(8) 秋田市災害対策本部設置・運営訓練
　５月２６日「県民防災の日」にあわせ、市各部局の本部員等が参加
(9) 秋田市総合防災訓練
　９月１日「防災の日」にあわせ、市内数カ所において実施

参加人員総計

①災害対策本部設置・運営訓練を実施する
②秋田市総合防災訓練を実施する
③「県民防災の日」にあわせ事業所・学校・自主防災組織で訓練を実施する
④他防災関係機関主催の訓練などに参加する



０７

見実績 Ｂ評価以上

０８

3件 現状以上

０９

未実績 Ｂ評価以上

１０

0件 現状維持

１１

100% 100%

１２

0件 0件

１３

適正処理 適正処理

災害対策本部などの体制を維持・確立する

90

(10) 防災会議委員作業服

現在の体制に対する管理職の評価（３段階）

①災害対策本部などの運営
②災害対策本部員・連絡員の指定
③災害対策本部員への研修の実施
④災害対策本部室機能（ハード・ソフト）の維持管理を行う

防災会議体制を維持する

451

(11) 秋田市防災会議の実施
　防災会議委員報酬・防災会議時経費

防災会議における審議件数など

①防災会議委員の任命・解任を行う
②防災会議を運営する

災害予防の施策を実施する (12) 防災パンフレットの作成、配布

施策に対する自主防災組織役員の評価（３段階）

①災害予防に関する知識を市民に持ってもらう
②自宅の簡易耐震診断の必要性を市民に理解してもらう
③家庭への消火器の設置を促す

災害復旧対策を確立する (13) 災害援護資金等の貸付け、災害弔慰金の支給およびり災証明等

被災者からの新規対策要望数

①被災者の共済金などの支払いを受けるための書類を作成する
②復旧のための制度を紹介する
③見舞金受領対象者を関係課に通知する
④災害により発生する廃棄物や汚物の処理や対応を関係課と調整する

防災関係機関との連携を強化する

631

(14) 関係機関との各種会議

責任者名把握率

①各機関主催の講演会などの行事に参加する
②情報交換の機会を設ける

不発弾について対応する

市民負傷者数

①不発弾の情報収集・提供を行う
②不発弾処理対策会議を行う
③不発弾処理を行う

その他

1,035

(15) 庶務関係経費

適正処理

①議会資料の作成・調整を行う
②予算要求を行う
③決算処理を行う
④監査を受ける
⑤支出を行う
⑥文書を管理する
⑦その他の庶務関係事務を行う


